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  ～2007年のフィリピンは、約30年ぶりの高成長を達成～  
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○経済指標の振り返り 

発表日 指標、イベントなど 結果 ｺﾝｾﾝｻｽ 前回 

1/29（火） （インド）金融政策委員会（レポ金利） 

（マレーシア）金融政策委員会（政策金利） 

7.75% 

3.50% 

7.50% 

3.50% 

7.75% 

3.50% 

1/30（水） （韓国）12 月経常収支 

（ベトナム）金融政策委員会（基準金利） 

             （レポ金利） 

            （リバースレポ金利）

▲7.4 億ドル 

8.75% 

6.00% 

7.50% 

 

 

 

 

▲5.6 億ドル

8.25% 

4.50% 

6.50% 

1/31（木） （韓国）12 月鉱工業生産指数 

（前期比、季節調整済）

（香港）政策金利（基準金利） 

（シンガポール）10-12 月期失業率（季節調整済）

（フィリピン）10-12 月期 GDP 

（前期比、季節調整済）

       金融政策委員会（政策金利） 

▲0.4% 

 

4.5% 

1.6% 

＋1.8% 

 

5.00% 

▲1.5% 

 

 

 

＋1.7% 

 

4.75% 

▲0.2% 

 

5.0% 

1.7% 

＋1.0% 

 

5.25% 

2/1（金） （韓国）1月消費者物価指数（前年比） 

    1 月住宅価格（前年比） 

（インド）卸売物価指数（1月 19 日時点、前年比）

＋3.9% 

＋2.5% 

＋3.93% 

＋3.8% 

 

＋3.83% 

＋3.6% 

＋3.1% 

＋3.83% 

（注）ｺﾝｾﾝｻｽは REUTER 調査 

 

～インド～ 

1 月 29 日、インド準備銀行（中央銀行）は金融政策委員会を開催し、政策金利であるレポ金利を 7.75%で据

え置くことが決められた。また、リバースレポ金利（6.0%）や預金準備率（7.5%）も据え置くこととした。国

際的な食料品及び原油価格の高騰の影響から、足元のインフレ圧力は高まっているものの、12 月の消費者物

価上昇率は、基準指標である都市部一般労働者向けが対前年比＋5.5%と中央銀行が設定したターゲット（4～

6%）の範囲に留まっている。また、全商品を対象とした卸売物価指数は、12 月は同＋3.6%と中央銀行の目標

（4%）を下回る水準に落ち着いている。さらに、足元の金利高止まりにも拘らず、国内の資金需要は依然とし

て旺盛なことから設備資金不足の状況が続いており、昨年 11 月の鉱工業生産指数は、対前年比で＋5.3%と前

月（同＋12.0%）から大きく落ち込む等、生産に影響する兆候が見え始めている。調査会社のアナリスト調査

でも半数以上が利下げを見込む状況にあったものの、委員会後の記者会見において、「インフレは数字が示す

ほど好ましい状態ではない（レディ総裁）」と発言する等、改めて中銀におけるインフレに対する慎重姿勢が

強調される結果となった。なお、2月 1日に公表された 1月 19 日時点の卸売物価指数は、対前年比＋3.93%と、

前週（同＋3.83%）から若干加速している。 



図１ インド 消費者物価指数の推移（対前年比） 図２ インド 卸売物価指数の推移（対前年比） 
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 （出所）CEIC      （出所）CEIC 

図３ インド 鉱工業生産指数の推移（対前年比） 図４ インド 金融政策の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出所）CEIC      （出所）CEIC 

 

１月 PMI（速報値）～依然として高いものの、新規受注、生産の悪化が悪化に寄与～ 

 

インド製造業 PMI 
  総合         

    生産 新規受注 雇用 納期 在庫 投入価格 産出価格 

2006 11 58.9 63.9 65.5 51.4 50.0 52.1 58.9 52.1 

 12 56.6 59.5 61.6 51.0 49.4 51.6 55.1 51.9 

2007 1 55.3 58.1 59.7 50.7 50.1 50.4 52.9 50.7 

 2 53.6 55.0 56.5 51.0 50.3 51.2 54.2 50.6 

 3 53.0 54.2 56.1 50.6 50.5 49.8 53.9 50.4 

 4 53.8 55.3 57.2 50.1 49.7 49.3 52.7 50.9 

 5 53.4 54.9 56.2 50.5 50.0 49.9 52.5 50.5 

 6 53.2 54.6 55.8 50.8 49.5 50.5 52.4 50.7 

 7 52.9 54.2 55.7 50.3 49.9 49.6 51.5 51.1 

 8 57.9 60.7 64.8 51.7 50.3 51.4 57.8 52.6 

 9 59.3 62.8 66.6 50.7 48.0 51.6 56.8 53.3 

 10 61.7 66.6 70.9 51.6 49.6 52.2 54.1 55.0 

 11 60.9 64.9 70.1 51.8 49.8 50.2 54.3 54.1 

 12 61.9 65.3 72.1 52.2 48.5 51.4 54.2 53.7 

2008 1 60.7 63.7 70.0 52.5 49.2 51.1 53.3 52.9 

 （出所）REUTERS 

 

 1 月のインド製造業 PMI（速報値）は 60.7 と前月から低下した。内訳を見ると、生産及び新規受注が悪化し

たことが影響した。投入価格が低下していること及び雇用、納期、在庫が小幅改善していることはよい材料で

あるが、足元の通貨ルピー高による輸出価格の低下を通じた産出価格の抑制は、今後も引き続き懸念材料とな

るものと考えられる。1 月の PMI は前月から低下したものの、総合指数は依然として 60.0 を超える高い状況

が続いている。また、11 月の鉱工業生産指数は伸びが大幅に鈍化したにも拘らず、12 月の生産指数が改善し

ていること等、インドの製造業は今後も堅調さを維持するものと判断出来る。 

 

～フィリピン～ 

1 月 31 日、フィリピン政府は 10-12 月の実質 GDP 成長率（前期比、季節調整済）が＋1.8%と、前期（同＋

1.0%）から加速した旨を公表した。対前年同期比では＋7.4%と前期と同じとなり、2007 年通期でも対前年比
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＋7.3%と、前年（同＋5.5%）から大幅に加速する等、極めて高い成長を記録した。米国経済の減速感から、10-12

月期の純輸出の寄与度は、対前年同期比＋0.2%と、前期（同＋3.4%）、前々期（同＋8.4%）から 3 期連続して

大きく減少したものの、国内消費（同＋4.9%）及び資本投資（＋1.6%）を中心とした内需の堅調さが大きく影

響したものと考えられる。 

一方、同日にフィリピン中央銀行は金融政策委員会を開催し、政策金利である翌日物借入金利を 25bp 引き

下げ、5.00%とすることを決めた。また、翌日物貸付金利についても、25bp 引き下げて 7.00%とすることを決

めた。米国 FRB による利下げに対応したものと考えられる。フィリピンの 12 月の消費者物価上昇率は、対前

年同期比＋3.9%と目標レンジ内（3～5%）にあるものの、食料品価格の上昇を背景に足元のインフレ圧力が強

まっている。一方で、輸出や、国内需要を下支えする海外からの労働者送金源である米国経済の減速感が強ま

っていることから、先行きのフィリピン経済に対する減速懸念を払拭する観点から、市場の資金供給を増大さ

せる意図があるものと考えられる。なお、中銀は昨年 1年で翌日物借入金利を計 225bp 引き下げている。 

 

図５ フィリピン 実質 GDP の推移（対前年比）  図６ フィリピン 政策金利の推移 
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 （出所） CEIC      （出所）CEIC 
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